
令 和 ４ 年 度

特 別 会 計 補 正 予 算 書

国民健康保険特別会計補正予算（第 5 号）

後期高齢者医療特別会計補正予算（第 5 号）

介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算（第 5 号）

生活排水処理事業特別会計補正予算（第 5 号）

水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（第 5 号）

公共下水道事業会計補正予算（第 4号）

鹿 児 島 県 曽 於 市
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国民健康保険特別会計補正予算（第 5 号）
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　令和４年度曽於市の国民健康保険特別会計補正予算（第５号）は，次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ　４，９８０千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　５，７０７，０８３千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表　歳入歳出

　予算補正」による。

令和５年２月２４日  提出

曽於市長　　五位塚　剛

令和４年度曽於市国民健康保険特別会計補正予算（第５号）
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第 １ 表  歳  入  歳  出　予  算  補  正

歳　入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

2 使用料及び手数料 110 209 319

1 手数料 110 209 319

4 県支出金 4,203,570 15,387 4,218,957

1 県補助金 4,203,570 15,387 4,218,957

6 繰入金 583,785 △10,932 572,853

1 一般会計繰入金 583,785 △10,932 572,853

8 諸収入 2,017 316 2,333

3 雑入 2,004 316 2,320

歳               入               合               計 5,702,103 4,980 5,707,083
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歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1 総務費 71,735 △3,004 68,731

1 総務管理費 69,831 △2,856 66,975

2 徴収費 1,588 0 1,588

3 運営協議会費 316 △148 168

2 保険給付費 4,135,386 △7,202 4,128,184

4 出産育児諸費 12,607 △4,202 8,405

6 傷病手当諸費 3,892 △3,000 892

3 国民健康保険事業費納付金 1,325,327 0 1,325,327

1 医療費給付費分 982,130 0 982,130

6 保健事業費 65,383 △1,348 64,035

1 保健事業費 34,067 △549 33,518

2 特定健康診査等事業費 31,316 △799 30,517

9 諸支出金 30,596 6,396 36,992

1 償還金及び還付加算金 30,596 6,396 36,992

10 予備費 73,303 10,138 83,441

1 予備費 73,303 10,138 83,441

歳               出               合               計 5,702,103 4,980 5,707,083
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後期高齢者医療特別会計補正予算（第 5 号）
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　令和４年度曽於市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第５号）は，次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ　１７，１８０千円を減額し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ　

　６３０，０８９千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表　歳入歳出

　予算補正」による。

令和５年２月２４日  提出

曽於市長　　五位塚　剛

令和４年度曽於市後期高齢者医療特別会計補正予算（第５号）
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第 １ 表  歳  入  歳  出　予  算  補  正

歳　入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

4 繰入金 271,249 △17,180 254,069

1 一般会計繰入金 271,249 △17,180 254,069

歳               入               合               計 647,269 △17,180 630,089

-8-



歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1 総務費 18,380 △376 18,004

1 総務管理費 17,783 △376 17,407

2 後期高齢者医療広域連合納付金 627,838 △16,804 611,034

1 後期高齢者医療広域連合納付金 627,838 △16,804 611,034

歳               出               合               計 647,269 △17,180 630,089
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介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算（第 5 号）
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　令和４年度曽於市の介護保険特別会計補正予算（第５号）は，次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ　３６，２６９千円を減額し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ　

　６，１６７，８７２千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表　歳入歳出

　予算補正」による。

令和５年２月２４日  提出

曽於市長　　五位塚　剛

令和４年度曽於市介護保険特別会計補正予算（第５号）
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第 １ 表  歳  入  歳  出　予  算  補  正

歳　入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

3 国庫支出金 1,638,816 15,739 1,654,555

2 国庫補助金 631,015 15,739 646,754

4 支払基金交付金 1,536,538 △2,824 1,533,714

1 支払基金交付金 1,536,538 △2,824 1,533,714

5 県支出金 838,017 △2,951 835,066

2 県補助金 40,857 △2,951 37,906

6 繰入金 1,033,690 △45,344 988,346

1 一般会計繰入金 993,690 △5,344 988,346

2 基金繰入金 40,000 △40,000 0

9 分担金及び負担金 2,053 △908 1,145

1 負担金 2,053 △908 1,145

10 財産収入 7 19 26

1 財産運用収入 7 19 26

歳               入               合               計 6,204,141 △36,269 6,167,872
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歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1 総務費 150,256 △3,436 146,820

1 総務管理費 87,750 △2,250 85,500

2 徴収費 70 △20 50

3 介護認定審査会費 62,436 △1,166 61,270

2 保険給付費 5,553,730 0 5,553,730

1 介護サービス等諸費 4,971,500 △7,300 4,964,200

2 介護予防サービス等諸費 130,600 2,000 132,600

4 高額介護サービス等費 138,900 5,300 144,200

3 地域支援事業費 249,370 △19,661 229,709

2 包括的支援事業・任意事業費 108,323 △8,573 99,750

3 一般介護予防事業費 15,711 △368 15,343

4 介護予防・生活支援サービス事業費 123,791 △10,146 113,645

5 その他の諸費 1,545 △574 971

4 基金積立金 8 30,018 30,026

1 基金積立金 8 30,018 30,026

6 諸支出金 149,315 13 149,328

1 償還金及び還付加算金 114,828 11 114,839

2 繰出金 34,487 2 34,489

7 予備費 101,215 △43,203 58,012

1 予備費 101,215 △43,203 58,012

歳               出               合               計 6,204,141 △36,269 6,167,872
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生活排水処理事業特別会計補正予算（第 5 号）

-14-



　令和４年度曽於市の生活排水処理事業特別会計補正予算（第５号）は，次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ　２５６千円を減額し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ　

　６８，７７８千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表　歳入歳出

　予算補正」による。

令和５年２月２４日  提出

曽於市長　　五位塚　剛

令和４年度曽於市生活排水処理事業特別会計補正予算（第５号）
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第 １ 表  歳  入  歳  出　予  算  補  正

歳　入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

2 使用料及び手数料 44,368 △872 43,496

1 使用料 44,367 △929 43,438

2 手数料 1 57 58

5 財産収入 1 5 6

1 財産運用収入 1 5 6

6 繰入金 20,893 564 21,457

1 他会計繰入金 20,893 564 21,457

8 諸収入 2 47 49

3 延滞金加算金及び過料 1 47 48

歳               入               合               計 69,034 △256 68,778
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歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1 総務費 53,395 △243 53,152

1 総務管理費 8,144 △231 7,913

2 施設管理費 45,251 △12 45,239

3 公債費 15,139 △13 15,126

1 公債費 15,139 △13 15,126

歳               出               合               計 69,034 △256 68,778
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水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（第 5 号）
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令和４年度曽於市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

予算第10条に定めた経費の金額を次のように改める。

年 月令和 ５ ２ 24 日 提 出

曽於市長　　五　位　塚　　　剛

千 円職 員 給 与 費 71,876 千 円 △ 1,569 千 円 70,307

347,890 千 円

第 ４ 条

科　　　　目 （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （　計　）

第 １ 項 建 設 改 良 費 351,591 千 円 △ 3,701 千 円

支　　　　　　　　　　　　　　　出

第 １ 款 資 本 的 支 出 464,390 千 円 △ 3,701 千 円 460,689 千 円

る。

科　　　　目 （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （　計　）

37,053 千 円

第 ３ 条 予算第４条本文括弧書を「（資本的支出額に対し不足する額460,689千円は，過年度分損益勘定留保資金429,062千円並びに当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額31,627千円で補てんするものとする。）」に改め，資本的支出の予定額を次のとおり補正す

第 ２ 項 営 業 外 費 用 35,053 千 円 2,000 千 円

千 円

第 １ 項 営 業 費 用 529,516 千 円 △ 10,995 千 円 518,521 千 円

500,983 千 円

支　　　　　　　　　　　　　　　出

第 １ 款 水 道 事 業 費 用 567,169 千 円 △ 8,995 千 円 558,174

第 １ 項 営 業 収 益 500,371 千 円 612 千 円

収　　　　　　　　　　　　　　　入

第 １ 款 水 道 事 業 収 益 576,828 千 円 612 千 円 577,440 千 円

令和４年度曽於市水道事業会計補正予算（第５号）

第 １ 条 令和４年度曽於市水道事業会計補正予算（第５号）は，次に定めるところによる。

第 ２ 条

科　　　　目 （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （　計　）
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公共下水道事業会計補正予算（第 4 号）
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予算第10条に定めた経費の金額を次のように改める。

年 月

令和4年度曽於市公共下水道事業会計補正予算（第4号）

第 １ 条 令和4年度曽於市公共下水道事業会計補正予算(第4号）は，次に定めるところによる。

第 ２ 条 令和4年度曽於市公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

科　　　　目 （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （　計　）

支　　　　　　　　　　　　　　　出

第 １ 款 下 水 道 事 業 費 用 200,815 千 円 △ 2,715 千 円 198,100 千 円

第 １ 項 営 業 費 用 178,627 千 円 △ 2,715 千 円 175,912 千 円

第 ３ 条

科　　　　目 （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （　計　）

職 員 給 与 費 16,214 千 円 △ 398 千 円 15,816 千 円

令和 5 2 24 日 提 出

曽於市長　　五　位　塚　　　剛
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令 和 ４ 年 度

特別会計補正予算に関する説明書

国民健康保険特別会計補正予算（第 5 号）

後期高齢者医療特別会計補正予算（第 5 号）

介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算（第 5 号）

生活排水処理事業特別会計補正予算（第 5 号）

水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（第 5 号）

公共下水道事業会計補正予算（第 4号）

鹿 児 島 県 曽 於 市
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国民健康保険特別会計補正予算（第 5 号）
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歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

１  総　括
   歳　入 （単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

1 国民健康保険税 707,405 0 707,405

2 使用料及び手数料 110 209 319

3 国庫支出金 0 0 0

4 県支出金 4,203,570 15,387 4,218,957

5 財産収入 1 0 1

6 繰入金 583,785 △10,932 572,853

7 繰越金 205,215 0 205,215

8 諸収入 2,017 316 2,333

      歳          入          合          計 5,702,103 4,980 5,707,083
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   歳　出 （単位：千円）

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

1 総務費 71,735 △3,004 68,731 0 0 209 △3,213

2 保険給付費 4,135,386 △7,202 4,128,184 △3,000 0 0 △4,202

3 国民健康保険事業費納付金 1,325,327 0 1,325,327 19,999 0 0 △19,999

4 共同事業拠出金 3 0 3 0 0 0 0

6 保健事業費 65,383 △1,348 64,035 △1,612 0 0 264

8 公債費 370 0 370 0 0 0 0

9 諸支出金 30,596 6,396 36,992 0 0 0 6,396

10 予備費 73,303 10,138 83,441 0 0 0 10,138

 歳     出     合     計 5,702,103 4,980 5,707,083 15,387 0 209 △10,616

一 般 財 源
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２　　歳　入

（款）   2 使用料及び手数料                         （項）   1 手数料 （単位：千円）

節

区　　分 金　　額

  1 督促手数料 110 209 319   1 督促手数料 209 現年度分督促手数料                                    70

過年度分督促手数料                                   139

　　 　　計 110 209 319

（款）   4 県支出金                                 （項）   1 県補助金

  1 保険給付費等交付金 4,203,570 15,387 4,218,957   2 特別交付金 15,387 保険者努力支援分                                     901

特別調整交付金分                                  16,999

県繰入金（2号分）                                △2,513

　　 　　計 4,203,570 15,387 4,218,957

（款）   6 繰入金                                   （項）   1 一般会計繰入金

  1 一般会計繰入金 583,785 △10,932 572,853   1 保険基盤安定繰入 △3,549 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）                      

金（保険税軽減分

）

  2 保険基盤安定繰入 431 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）                      

金（保険者支援分

）

  3 未就学児均等割保 △1,801 未就学児均等割保険税繰入金                              

険税繰入金

  4 人件費等繰入金 △3,213 人件費繰入金                                     △1,727

事務費繰入金                                     △1,486

  5 出産育児一時金等 △2,800 出産育児一時金等繰入金                                  

繰入金

　　 　　計 583,785 △10,932 572,853

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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（款）   8 諸収入                                   （項）   3 雑入 （単位：千円）

節

区　　分 金　　額

  1 一般被保険者第三者納付金 2,000 316 2,316   1 第三者納付金 316 一般被保険者第三者納付金                                

　　 　　計 2,004 316 2,320

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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３　　歳　出

（款）   1 総務費                                   （項）   1 総務管理費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 一般管理費 65,811 △2,856 62,955 0 0 0 △2,856   2 給    料 △700 一般管理事務費                     △1,129

  3 職員手当等 △96 国民健康保険総務職員給             △1,727

  4 共 済 費 △931

 10 需 用 費 △370

 11 役 務 費 △750

 18 負担金，補助 △9

及び交付金

　　計 69,831 △2,856 66,975 0 0 0 △2,856

（款）   1 総務費                                   （項）   2 徴収費

  1 賦課徴収費 1,588 0 1,588 0 0 209 △209 財源組替

　　計 1,588 0 1,588 0 0 209 △209

（款）   1 総務費                                   （項）   3 運営協議会費

  1 運営協議会費 316 △148 168 0 0 0 △148   1 報    酬 △112 運営協議会費                         △148

  8 旅    費 △36

　　計 316 △148 168 0 0 0 △148

節

一般財源
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（款）   2 保険給付費                               （項）   4 出産育児諸費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 出産育児一時 12,600 △4,200 8,400 0 0 0 △4,200  18 負担金，補助 △4,200 出産育児一時金                     △4,200

金 及び交付金

  2 審査支払手数 7 △2 5 0 0 0 △2  11 役 務 費 △2 出産育児一時金支払委託料               △2

料

　　計 12,607 △4,202 8,405 0 0 0 △4,202

（款）   2 保険給付費                               （項）   6 傷病手当諸費

  1 傷病手当金 3,892 △3,000 892 △3,000 0 0 0  18 負担金，補助 △3,000 傷病手当金                         △3,000

及び交付金

　　計 3,892 △3,000 892 △3,000 0 0 0

（款）   3 国民健康保険事業費納付金                 （項）   1 医療費給付費分

  1 一般被保険者 981,692 0 981,692 19,999 0 0 △19,999 財源組替

医療給付費分

　　計 982,130 0 982,130 19,999 0 0 △19,999

節

一般財源
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（款）   6 保健事業費                               （項）   1 保健事業費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 保健衛生普及 10,363 △409 9,954 △1,612 0 0 1,203   7 報 償 費 △210 保健衛生普及費                       △409

費  10 需 用 費 △199

  2 疾病予防費 23,704 △140 23,564 0 0 0 △140  10 需 用 費 △24 疾病予防費                           △140

 13 使用料及び賃 △116

借料

　　計 34,067 △549 33,518 △1,612 0 0 1,063

（款）   6 保健事業費                               （項）   2 特定健康診査等事業費

  1 特定健康診査 31,316 △799 30,517 0 0 0 △799   7 報 償 費 △506 特定健康診査事業費                   △799

等事業費  12 委 託 料 △293

　　計 31,316 △799 30,517 0 0 0 △799

（款）   9 諸支出金                                 （項）   1 償還金及び還付加算金

  5 保険給付費等 25,335 6,311 31,646 0 0 0 6,311  22 償還金，利子 6,311 保険給付費等交付金償還金             6,311

交付金償還金 及び割引料

  9 その他償還金 1 85 86 0 0 0 85  22 償還金，利子 85 償還金                                  85

及び割引料

　　計 30,596 6,396 36,992 0 0 0 6,396

節

一般財源
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（款）  10 予備費                                  （項）   1 予備費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 予備費 73,303 10,138 83,441 0 0 0 10,138 予備費                              10,138

　　計 73,303 10,138 83,441 0 0 0 10,138

節

一般財源
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（国民健康保険特別会計）

１　特　別　職

期 末 手 当

（人） 年 間 支 給 額 （千円） （千円）

長 等 0 0

議 員 0 0

そ の 他 9 97 97 97

計 9 97 0 0 0 97 0 97

長 等 0 0

議 員 0 0

そ の 他 9 209 209 209

計 9 209 0 0 0 209 0 209

長 等 0 0

議 員 0 0

そ の 他 0 △ 112 △ 112 △ 112

計 0 △ 112 0 0 0 △ 112 0 △ 112

給 与 費 明 細 書

給与費　（千円）

区 分
職 員 数 共 済 費 合 計

備 考
報 酬 給 料 そ の 他 手 当 計

補 正 後

補 正 前

比 較
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（国民健康保険特別会計）

２　一　般　職

（１）総括

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 10 3,527 28,698 17,418 49,643 8,422 58,065

補 正 前 8 3,527 29,398 17,514 50,439 9,353 59,792

比 較 2 0 △ 700 △ 96 △ 796 △ 931 △ 1,727

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 848 435 170 634 476 0 4,928

補 正 前 848 435 216 634 476 0 4,937

比 較 0 0 △ 46 0 0 0 △ 9

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当
退職手当組合
負 担 金

地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 3,875 0 24 6,028 0

補 正 前 3,876 0 24 6,068 0

比 較 △ 1 0 0 △ 40 0

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（国民健康保険特別会計）

ア　会計年度任用職員以外の職員

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 8 0 28,698 16,991 45,689 8,074 53,763

補 正 前 6 0 29,398 17,087 46,485 8,940 55,425

比 較 2 0 △ 700 △ 96 △ 796 △ 866 △ 1,662

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 848 435 170 634 476 0 4,501

補 正 前 848 435 216 634 476 0 4,510

比 較 0 0 △ 46 0 0 0 △ 9

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当
退職手当組合
負 担 金

地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 3,875 0 24 6,028 0

補 正 前 3,876 0 24 6,068 0

比 較 △ 1 0 0 △ 40 0

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（国民健康保険特別会計）

イ　会計年度任用職員

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

（ 2 ）

2

（ 2 ）

2

（ 0 ）

0
0 0 0 0 △ 65 △ 65

※（　　　）はパートタイム会計年度任用職員の人数

通 勤 手 当 時 間 外 手 当 期 末 手 当
退職手当組合
負 担 金

（千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0 0 427 0

補 正 前 0 0 427 0

比 較 0 0 0 0

給与費（千円）
区 分 備 考

補 正 後 3,527 0 427 3,954 348 4,302

補 正 前 3,527 0 427 3,954 413 4,367

比 較

職
員
手
当
の
内
訳

区 分
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（国民健康保険特別会計）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

（３）給料及び職員手当の状況

　①職員１人あたり給与

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

　②初任給

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　明 備　　　　考　

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 △ 700

その他の増減分 △ 96

区　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職 技能労務職

291,962 -

318,706 -

37.7 -

300,566 -

326,369 -

39.4 -

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

高 校 卒 154,600 147,700 154,600 147,700 

大 学 卒 175,300 185,200 

給 料 △ 700

職 員 手 当 △ 96
制度改正に伴う増減分

令 和 5 年 3 月 1 日 現 在

令 和 4 年 12 月 1 日 現 在
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（国民健康保険特別会計）

③級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

行　　　　政　　　　職 技　能　労　務　職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1級 0 0.0 5級 2 25.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 2 25.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 2 25.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 2 25.0 4級 0 0.0 

計 8 100.0 計 0 0.0 

1級 0 0.0 5級 2 33.3 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 1 16.7 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 2 33.3 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 1 16.7 4級 0 0.0 

計 6 100.0 計 0 0.0 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主 事 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 政 策 課 長

技 師 技 師 技 術 主 査 専 門 員 主 幹 参 事 参 事

主 事 補 主 任 技 術 主 幹

技 師 補 技 術 主 任 参 事 補

技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員

区　　　　分

令 和 5 年 3 月 1日 現 在

令和4年12月 1日現在

行 政 職

技 能
労 務 職
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（国民健康保険特別会計）

④昇給

区 分 合 計 行 政 職 技 能 労 務 職

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 8 8 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 8 8 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 100.00 100.00 -

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 6 6 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 6 6 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 100.00 100.00 -

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

補

正

後

補

正

前
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（国民健康保険特別会計）

⑤　期末手当・勤勉手当

⑥定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑦特殊勤務手当

⑧その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分）

補 正 後 2.15 2.25 - 4.4 有

補 正 前 2.15 2.25 - 4.4 有

国 の 制 度 2.15 2.25 - 4.4 有

区　分
２０年勤続の者　　　　　

（月分）
２５年勤続の者　　　　　

（月分）
３５年勤続の者　　　　　

（月分）
最高限度　　　　
（月分）

その他の加算措置等 備 考

支給率等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
２％～２０％加算

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
応募認定退職特例措置
２％～４５％加算

区 分 全 職 種 行 政 職 技 能 労 務 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

（％）

支給対象職員の比率 （％）

令和5年3月1日現在

代表的な特殊勤務手当の名称 税務手当 税務手当 -

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶養手当 同　　　じ

住居手当 異  な  る 家賃額が12,000円以上の場合支給　支給上限額：27,000円

通勤手当 異  な  る 自動車等使用者　片道30km以上18,700円打切り

区 分
職制上の段階，職務の級

等による加算措置
備 考

0.04% 0.04% -

25.00% 25.00% -

-39-



後期高齢者医療特別会計補正予算（第 5 号）
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歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

１  総　括
   歳　入 （単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

1 後期高齢者医療保険料 373,699 0 373,699

2 使用料及び手数料 11 0 11

4 繰入金 271,249 △17,180 254,069

5 繰越金 1,208 0 1,208

6 諸収入 1,102 0 1,102

      歳          入          合          計 647,269 △17,180 630,089
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   歳　出 （単位：千円）

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

1 総務費 18,380 △376 18,004 0 0 0 △376

2 後期高齢者医療広域連合納付金 627,838 △16,804 611,034 0 0 0 △16,804

3 諸支出金 1,051 0 1,051 0 0 0 0

 歳     出     合     計 647,269 △17,180 630,089 0 0 0 △17,180

一 般 財 源

-42-



２　　歳　入

（款）   4 繰入金                                   （項）   1 一般会計繰入金 （単位：千円）

節

区　　分 金　　額

  1 一般会計繰入金 271,249 △17,180 254,069   2 保険基盤安定繰入 △16,804 保険基盤安定繰入金                                      

金

  3 人件費繰入金 △376 人件費繰入金                                            

　　 　　計 271,249 △17,180 254,069

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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３　　歳　出

（款）   1 総務費                                   （項）   1 総務管理費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 一般管理費 17,783 △376 17,407 0 0 0 △376   2 給    料 △78 後期高齢者医療総務職員給             △376

  3 職員手当等 △11

  4 共 済 費 △287

　　計 17,783 △376 17,407 0 0 0 △376

（款）   2 後期高齢者医療広域連合納付金             （項）   1 後期高齢者医療広域連合納付金

  1 後期高齢者医 627,838 △16,804 611,034 0 0 0 △16,804  18 負担金，補助 △16,804 後期高齢者医療広域連合納付金      △16,804

療広域連合納 及び交付金

付金

　　計 627,838 △16,804 611,034 0 0 0 △16,804

節

一般財源
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（後期高齢者医療特別会計）

１　一　般　職

（１）総括

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 2 0 7,575 5,360 12,935 2,119 15,054

補 正 前 3 0 7,653 5,371 13,024 2,406 15,430

比 較 △ 1 0 △ 78 △ 11 △ 89 △ 287 △ 376

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 46 357 165 183 226 0 1,528

補 正 前 46 357 165 183 226 0 1,529

比 較 0 0 0 0 0 0 △ 1

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当
退職手当組合
負 担 金

地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,355 0 0 1,500 0

補 正 前 1,355 0 0 1,510 0

比 較 0 0 0 △ 10 0

給 与 費 明 細 書

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（後期高齢者医療特別会計）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

（３）給料及び職員手当の状況

　①職員１人あたり給与

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

　②初任給

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　明 備　　　　考　

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 △ 78

その他の増減分 △ 11

区　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職 技能労務職

307,800 -

351,898 -

43.3 -

221,866 -

248,798 -

30.2 -

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

高 校 卒 154,600 147,700 154,600 147,700 

大 学 卒 175,300 185,200 

給 料 △ 78

職 員 手 当 △ 11
制度改正に伴う増減分

令 和 5 年 3 月 1 日 現 在

令 和 4 年 12 月 1 日 現 在
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（後期高齢者医療特別会計）

③級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

行　　　　政　　　　職 技　能　労　務　職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1級 0 0.0 5級 0 0.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 1 50.0 6級 1 50.0 2級 0 0.0 

3級 0 0.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 0 0.0 4級 0 0.0 

計 2 100.0 計 0 0.0 

1級 0 0.0 5級 0 0.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 2 100.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 1 50.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 0 0.0 4級 0 0.0 

計 3 150.0 計 0 0.0 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主 事 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 政 策 課 長

技 師 技 師 技 術 主 査 専 門 員 主 幹 参 事 参 事

主 事 補 主 任 技 術 主 幹

技 師 補 技 術 主 任 参 事 補

技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員

区　　　　分

令和5年 3月 1日現在

令和4年12月1日現在

行 政 職

技 能
労 務 職
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（後期高齢者医療特別会計）

④昇給

区 分 合 計 行 政 職 技 能 労 務 職

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 2 2 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 1 1 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 50.00 50.00 -

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 3 3 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 3 3 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 100.00 100.00 -

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

補

正

後

補

正

前
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（後期高齢者医療特別会計）

⑤　期末手当・勤勉手当

⑥定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑦特殊勤務手当

⑧その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分）

補 正 後 2.15 2.25 - 4.4 有

補 正 前 2.15 2.25 - 4.4 有

国 の 制 度 2.15 2.25 - 4.4 有

区　分
２０年勤続の者　　　　　

（月分）
２５年勤続の者　　　　　

（月分）
３５年勤続の者　　　　　

（月分）
最高限度　　　　
（月分）

その他の加算措置等 備 考

支給率等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
２％～２０％加算

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
応募認定退職特例措置
２％～４５％加算

区 分 全 職 種 行 政 職 技 能 労 務 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

（％）

支給対象職員の比率 （％）

令和5年3月1日現在

代表的な特殊勤務手当の名称 - - -

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶養手当 同　　　じ

住居手当 異  な  る 家賃額が12,000円以上の場合支給　支給上限額：27,000円

通勤手当 異  な  る 自動車等使用者　片道30km以上18,700円打切り

区 分
職制上の段階，職務の級

等による加算措置
備 考

- - -

- - -
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介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算（第 5 号）
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歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

１  総　括
   歳　入 （単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

1 保険料 868,623 0 868,623

2 使用料及び手数料 20 0 20

3 国庫支出金 1,638,816 15,739 1,654,555

4 支払基金交付金 1,536,538 △2,824 1,533,714

5 県支出金 838,017 △2,951 835,066

6 繰入金 1,033,690 △45,344 988,346

7 繰越金 286,371 0 286,371

8 諸収入 6 0 6

9 分担金及び負担金 2,053 △908 1,145

10 財産収入 7 19 26

      歳          入          合          計 6,204,141 △36,269 6,167,872
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   歳　出 （単位：千円）

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

1 総務費 150,256 △3,436 146,820 0 0 0 △3,436

2 保険給付費 5,553,730 0 5,553,730 554 0 351 △905

3 地域支援事業費 249,370 △19,661 229,709 12,788 0 △3,732 △28,717

4 基金積立金 8 30,018 30,026 0 0 0 30,018

5 公債費 247 0 247 0 0 0 0

6 諸支出金 149,315 13 149,328 0 0 0 13

7 予備費 101,215 △43,203 58,012 0 0 0 △43,203

 歳     出     合     計 6,204,141 △36,269 6,167,872 13,342 0 △3,381 △46,230

一 般 財 源
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２　　歳　入

（款）   3 国庫支出金                               （項）   2 国庫補助金 （単位：千円）

節

区　　分 金　　額

  5 地域支援事業交付金（介護 34,288 △2,614 31,674   1 現年度分 △2,614 現年度分                                                

予防・日常生活総合事業）

  6 地域支援事業交付金（包括 41,310 △3,286 38,024   1 現年度分 △3,286 現年度分                                                

的支援事業）

  8 保険者機能強化推進交付金 0 10,182 10,182   1 現年度分 10,182 現年度分                                                

  9 保険者努力支援交付金 0 11,457 11,457   1 現年度分 11,457 現年度分                                                

　　 　　計 631,015 15,739 646,754

（款）   4 支払基金交付金                           （項）   1 支払基金交付金

  2 地域支援事業支援交付金 37,031 △2,824 34,207   1 現年度分 △2,824 現年度分                                                

　　 　　計 1,536,538 △2,824 1,533,714

（款）   5 県支出金                                 （項）   2 県補助金

  6 地域支援事業交付金（介護 17,144 △1,307 15,837   1 現年度分 △1,307 現年度分                                                

予防・日常生活総合事業）

  7 地域支援事業交付金（包括 20,655 △1,644 19,011   1 現年度分 △1,644 現年度分                                                

的支援事業）

　　 　　計 40,857 △2,951 37,906

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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（款）   6 繰入金                                   （項）   1 一般会計繰入金 （単位：千円）

節

区　　分 金　　額

  5 その他一般会計繰入金 150,212 △2,250 147,962   1 事務費繰入金 △331 事務費繰入金                                            

  2 人件費繰入金 △1,919 人件費繰入金                                            

  6 地域支援事業繰入金（介護 18,370 △2,533 15,837   1 現年度分 △2,533 現年度分                                                

予防・日常生活総合事業）

  7 地域支援事業繰入金（包括 19,572 △561 19,011   1 現年度分 △561 現年度分                                                

的支援事業）

　　 　　計 993,690 △5,344 988,346

（款）   6 繰入金                                   （項）   2 基金繰入金

  1 介護保険基金繰入金 40,000 △40,000 0   1 介護保険基金繰入 △40,000 介護保険基金繰入金                                      

金

　　 　　計 40,000 △40,000 0

（款）   9 分担金及び負担金                         （項）   1 負担金

  1 地域支援事業負担金 2,053 △908 1,145   1 地域支援事業負担 △908

金

　　 　　計 2,053 △908 1,145

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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（款）  10 財産収入                                （項）   1 財産運用収入 （単位：千円）

節

区　　分 金　　額

  1 利子及び配当金 7 19 26   1 利子及び配当金 19 介護保険基金利子                                        

　　 　　計 7 19 26

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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３　　歳　出

（款）   1 総務費                                   （項）   1 総務管理費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 一般管理費 87,720 △2,250 85,470 0 0 0 △2,250   2 給    料 △400 一般管理事務費                       △331

  3 職員手当等 △677 介護保険総務職員給                 △1,919

  4 共 済 費 △842

  7 報 償 費 △132

  8 旅    費 △35

 10 需 用 費 △75

 12 委 託 料 △56

 13 使用料及び賃 △30

借料

 18 負担金，補助 △3

及び交付金

　　計 87,750 △2,250 85,500 0 0 0 △2,250

（款）   1 総務費                                   （項）   2 徴収費

  1 賦課徴収費 70 △20 50 0 0 0 △20  11 役 務 費 △20 賦課徴収費                            △20

　　計 70 △20 50 0 0 0 △20

節

一般財源
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（款）   1 総務費                                   （項）   3 介護認定審査会費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 認定審査事務 62,436 △1,166 61,270 0 0 0 △1,166  18 負担金，補助 △1,166 認定審査事務負担金                 △1,166

負担金 及び交付金

　　計 62,436 △1,166 61,270 0 0 0 △1,166

（款）   2 保険給付費                               （項）   1 介護サービス等諸費

  3 地域密着型介 1,440,000 △7,300 1,432,700 △3,102 0 △1,971 △2,227  18 負担金，補助 △7,300 地域密着型介護サービス給付費       △7,300

護サービス給 及び交付金

付費

　　計 4,971,500 △7,300 4,964,200 △3,102 0 △1,971 △2,227

（款）   2 保険給付費                               （項）   2 介護予防サービス等諸費

  3 地域密着型介 9,600 2,000 11,600 1,403 0 891 △294  18 負担金，補助 2,000 地域密着型介護予防サービス給付費     2,000

護予防サービ 及び交付金

ス給付費

　　計 130,600 2,000 132,600 1,403 0 891 △294

（款）   2 保険給付費                               （項）   4 高額介護サービス等費

  1 高額介護サー 138,600 5,300 143,900 2,253 0 1,431 1,616  18 負担金，補助 5,300 高額介護サービス費                   5,300

ビス費 及び交付金

　　計 138,900 5,300 144,200 2,253 0 1,431 1,616

節

一般財源
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（款）   3 地域支援事業費                           （項）   2 包括的支援事業・任意事業費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 包括的・継続 445 △295 150 △138 0 0 △157   7 報 償 費 △295 地域包括ケア会議事業                 △295

的ケアマネジ

メント支援事

業費

  2 任意事業費 48,864 △7,038 41,826 △4,157 0 △878 △2,003   7 報 償 費 △283 家族介護継続支援（介護用品支給）事業 △195

 11 役 務 費 △200 成年後見人制度利用支援事業           △200

 12 委 託 料 △4,900 地域自立生活支援（緊急通報システム）事業

 18 負担金，補助 △1,460                                    △3,700

及び交付金 訪問給食サービス事業               △1,200

 19 扶 助 費 △195 介護給付等費用適正化事業             △283

認知症対応型共同生活介護事業所の家賃等助成

事業                               △1,460

  4 地域支援事業 51,608 △436 51,172 9,924 0 0 △10,360  10 需 用 費 △210 地域支援事業事務費                   △436

事務費  11 役 務 費 △221

 26 公 課 費 △5

  9 在宅医療・介 2,513 △558 1,955 64 0 0 △622  12 委 託 料 △558 在宅医療・介護連携推進事業           △558

護連携推進事

業

 10 生活支援体制 4,523 0 4,523 585 0 0 △585 財源組替

整備事業費

 11 認知症総合支 370 △246 124 △116 0 0 △130   7 報 償 費 △246 認知症総合支援事業                   △246

援事業

節

一般財源
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（款）   3 地域支援事業費                           （項）   2 包括的支援事業・任意事業費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

　　計 108,323 △8,573 99,750 6,162 0 △878 △13,857

（款）   3 地域支援事業費                           （項）   3 一般介護予防事業費

  1 一般介護予防 15,711 △368 15,343 △130 0 △94 △144  12 委 託 料 △286 介護予防把握事業                     △368

事業費  13 使用料及び賃 △82

借料

　　計 15,711 △368 15,343 △130 0 △94 △144

（款）   3 地域支援事業費                           （項）   4 介護予防・生活支援サービス事業費

  1 サービス事業 110,320 △10,146 100,174 6,959 0 △2,613 △14,492  12 委 託 料 △330 基準型訪問・通所サービス事業         △550

費  18 負担金，補助 △9,816 基準緩和型訪問介護事業             △6,000

及び交付金 軽費型訪問介護事業                   △330

住民主体型訪問介護事業               △570

基準緩和型通所介護事業               △272

住民主体型通所介護事業               △700

移動支援訪問サービス               △1,724

　　計 123,791 △10,146 113,645 6,959 0 △2,613 △14,492

節

一般財源
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（款）   3 地域支援事業費                           （項）   5 その他の諸費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 審査支払手数 705 △140 565 △50 0 △36 △54  11 役 務 費 △140 審査支払手数料                       △140

料

  2 高額介護予防 840 △434 406 △153 0 △111 △170  18 負担金，補助 △434 高額介護予防・生活支援サービス費     △434

・生活支援サ 及び交付金

ービス費

　　計 1,545 △574 971 △203 0 △147 △224

（款）   4 基金積立金                               （項）   1 基金積立金

  1 介護保険基金 8 30,018 30,026 0 0 0 30,018  24 積 立 金 30,018 介護保険基金積立金                  30,018

積立金

　　計 8 30,018 30,026 0 0 0 30,018

（款）   6 諸支出金                                 （項）   1 償還金及び還付加算金

  3 償還金 108,778 11 108,789 0 0 0 11  22 償還金，利子 11 償還金                                  11

及び割引料

　　計 114,828 11 114,839 0 0 0 11

節

一般財源
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（款）   6 諸支出金                                 （項）   2 繰出金 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 一般会計繰出 34,487 2 34,489 0 0 0 2  27 繰 出 金 2 一般会計繰出金                           2

金

　　計 34,487 2 34,489 0 0 0 2

（款）   7 予備費                                   （項）   1 予備費

  1 予備費 101,215 △43,203 58,012 0 0 0 △43,203 予備費                            △43,203

　　計 101,215 △43,203 58,012 0 0 0 △43,203

節

一般財源
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（介護保険特別会計）

２　一　般　職

（１）総括

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 13 0 42,930 28,013 70,943 12,489 83,432

補 正 前 10 0 43,330 28,690 72,020 13,331 85,351

比 較 3 0 △ 400 △ 677 △ 1,077 △ 842 △ 1,919

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,403 589 610 1,369 398 0 7,913

補 正 前 1,463 585 610 1,369 398 0 8,237

比 較 △ 60 4 0 0 0 0 △ 324

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当
退職手当組合
負 担 金

地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 6,839 0 0 8,892 0

補 正 前 7,077 0 0 8,951 0

比 較 △ 238 0 0 △ 59 0

給 与 費 明 細 書

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（介護保険特別会計）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

（３）給料及び職員手当の状況

　①職員１人あたり給与

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

　②初任給

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　明 備　　　　考　

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 △ 400

その他の増減分 △ 677

区　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職 技能労務職

350,153 -

389,015 -

47.8 -

329,570 -

362,964 -

44.7 -

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

高 校 卒 154,600 147,700 154,600 147,700 

大 学 卒 175,300 185,200 

給 料 △ 400

職 員 手 当 △ 677
制度改正に伴う増減分

令 和 5 年 3 月 1 日 現 在

令 和 4 年 12 月 1 日 現 在
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（介護保険特別会計）

③級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

行　　　　政　　　　職 技　能　労　務　職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1級 0 0.0 5級 6 46.2 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 1 7.7 6級 3 23.1 2級 0 0.0 

3級 2 15.4 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 1 7.7 4級 0 0.0 

計 13 100.0 計 0 0.0 

1級 0 0.0 5級 6 60.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 1 10.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 2 20.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 1 10.0 4級 0 0.0 

計 10 100.0 計 0 0.0 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主 事 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 政 策 課 長

技 師 技 師 技 術 主 査 専 門 員 主 幹 参 事 参 事

主 事 補 主 任 技 術 主 幹

技 師 補 技 術 主 任 参 事 補

技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員

区　　　　分

令和5年 3月 1日現在

令和4年12月1日現在

行 政 職

技 能
労 務 職
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（介護保険特別会計）

④昇給

区 分 合 計 行 政 職 技 能 労 務 職

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 13 13 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 8 8 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 61.54 61.54 -

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 10 10 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 8 8 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 80.00 80.00 -

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

補

正

後

補

正

前
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（介護保険特別会計）

⑤　期末手当・勤勉手当

⑥定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑦特殊勤務手当

⑧その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分）

補 正 後 2.15 2.25 - 4.4 有

補 正 前 2.15 2.25 - 4.4 有

国 の 制 度 2.15 2.25 - 4.4 有

区　分
２０年勤続の者　　　　　

（月分）
２５年勤続の者　　　　　

（月分）
３５年勤続の者　　　　　

（月分）
最高限度　　　　
（月分）

その他の加算措置等 備 考

支給率等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
２％～２０％加算

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
応募認定退職特例措置
２％～４５％加算

区 分 全 職 種 行 政 職 技 能 労 務 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

（％）

支給対象職員の比率 （％）

令和5年3月1日現在

代表的な特殊勤務手当の名称 - - -

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶養手当 同　　　じ

住居手当 異  な  る 家賃額が12,000円以上の場合支給　支給上限額：27,000円

通勤手当 異  な  る 自動車等使用者　片道30km以上18,700円打切り

区 分
職制上の段階，職務の級

等による加算措置
備 考

- - -

- - -
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生活排水処理事業特別会計補正予算（第 5 号）
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歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

１  総　括
   歳　入 （単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

1 分担金及び負担金 0 0 0

2 使用料及び手数料 44,368 △872 43,496

3 国庫支出金 0 0 0

4 県支出金 0 0 0

5 財産収入 1 5 6

6 繰入金 20,893 564 21,457

7 繰越金 3,770 0 3,770

8 諸収入 2 47 49

9 市債 0 0 0

      歳          入          合          計 69,034 △256 68,778
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   歳　出 （単位：千円）

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

1 総務費 53,395 △243 53,152 0 0 19 △262

2 生活排水処理事業費 0 0 0 0 0 0 0

3 公債費 15,139 △13 15,126 0 0 0 △13

4 予備費 500 0 500 0 0 0 0

 歳     出     合     計 69,034 △256 68,778 0 0 19 △275

一 般 財 源
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２　　歳　入

（款）   2 使用料及び手数料                         （項）   1 使用料 （単位：千円）

節

区　　分 金　　額

  1 浄化槽使用料 44,367 △929 43,438   1 現年度分 △750 浄化槽使用料現年度分                                    

  2 滞納繰越分 △179 浄化槽使用料過年度分                                    

　　 　　計 44,367 △929 43,438

（款）   2 使用料及び手数料                         （項）   2 手数料

  1 督促手数料 1 57 58   1 督促手数料 57 督促手数料                                              

　　 　　計 1 57 58

（款）   5 財産収入                                 （項）   1 財産運用収入

  1 利子及び配当金 1 5 6   1 利子及び配当金 5 生活排水処理事業基金利子                                

　　 　　計 1 5 6

（款）   6 繰入金                                   （項）   1 他会計繰入金

  1 一般会計繰入金 20,893 564 21,457   1 人件費等繰入金 564 人件費繰入金                                       △262

事務費繰入金                                         826

　　 　　計 20,893 564 21,457

（款）   8 諸収入                                   （項）   3 延滞金加算金及び過料

  1 延滞金 1 47 48   1 延滞金 47 延滞金                                                  

　　 　　計 1 47 48

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明

-70-



３　　歳　出

（款）   1 総務費                                   （項）   1 総務管理費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 一般管理費 8,144 △231 7,913 0 0 31 △262   3 職員手当等 △29 一般管理事務費                          31

  4 共 済 費 △233 生活排水処理職員給                   △262

  8 旅    費 △29

 10 需 用 費 △94

 11 役 務 費 △34

 24 積 立 金 5

 26 公 課 費 183

　　計 8,144 △231 7,913 0 0 31 △262

（款）   1 総務費                                   （項）   2 施設管理費

  1 施設管理費 45,251 △12 45,239 0 0 △12 0   8 旅    費 △12 施設管理費                            △12

　　計 45,251 △12 45,239 0 0 △12 0

（款）   3 公債費                                   （項）   1 公債費

  2 利子 2,016 △13 2,003 0 0 0 △13  22 償還金，利子 △13 利子                                  △13

及び割引料

　　計 15,139 △13 15,126 0 0 0 △13

節

一般財源
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（生活排水処理事業特別会計）

１　一　般　職

（１）総括

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 2 1,097 3,151 1,981 6,229 1,110 7,339

補 正 前 2 1,097 3,151 2,010 6,258 1,343 7,601

比 較 0 0 0 △ 29 △ 29 △ 233 △ 262

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0 44 61 0 43 0 733

補 正 前 0 66 64 0 43 0 733

比 較 0 △ 22 △ 3 0 0 0 0

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当
退職手当組合
負 担 金

地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 449 0 0 651 0

補 正 前 449 0 0 655 0

比 較 0 0 0 △ 4 0

給 与 費 明 細 書

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（生活排水処理事業特別会計）

ア　会計年度任用職員以外の職員

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 1 0 3,151 1,755 4,906 862 5,768

補 正 前 1 0 3,151 1,784 4,935 1,077 6,012

比 較 0 0 0 △ 29 △ 29 △ 215 △ 244

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0 44 61 0 43 0 507

補 正 前 0 66 64 0 43 0 507

比 較 0 △ 22 △ 3 0 0 0 0

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当
退職手当組合
負 担 金

地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 449 0 0 651 0

補 正 前 449 0 0 655 0

比 較 0 0 0 △ 4 0

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（生活排水処理事業特別会計）

イ　会計年度任用職員

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

（ 1 ）

1

（ 1 ）

1

（ 0 ）

0
0 0 0 0 △ 18 △ 18

※（　　　）はパートタイム会計年度任用職員の人数

通 勤 手 当 時 間 外 手 当 期 末 手 当
退職手当組合
負 担 金

（千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0 0 226 0

補 正 前 0 0 226 0

比 較 0 0 0 0

給与費（千円）
区 分 備 考

補 正 後 1,097 0 226 1,323 248 1,571

補 正 前 1,097 0 226 1,323 266 1,589

比 較

職
員
手
当
の
内
訳

区 分
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（生活排水処理事業特別会計）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

（３）給料及び職員手当の状況

　①職員１人あたり給与

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

　②初任給

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　明 備　　　　考　

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 0

その他の増減分 △ 29

区　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職 技能労務職

244,900 -

257,671 -

31.11 -

224,500 -

236,557 -

31.8 -

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

高 校 卒 154,600 147,700 154,600 147,700 

大 学 卒 175,300 185,200 

給 料 0

職 員 手 当 △ 29
制度改正に伴う増減分

令 和 5 年 3 月 1 日 現 在

令 和 4 年 12 月 1 日 現 在
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（生活排水処理事業特別会計）

③級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

行　　　　政　　　　職 技　能　労　務　職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1級 0 0.0 5級 0 0.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 0 0.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 1 100.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 0 0.0 4級 0 0.0 

計 1 100.0 計 0 0.0 

1級 0 0.0 5級 0 0.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 1 100.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 0 0.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 0 0.0 4級 0 0.0 

計 1 100.0 計 0 0.0 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主 事 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 政 策 課 長

技 師 技 師 技 術 主 査 専 門 員 主 幹 参 事 参 事

主 事 補 主 任 技 術 主 幹

技 師 補 技 術 主 任 参 事 補

技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員

区　　　　分

令和5年3月1日現在

令和4年12月1日現在

行 政 職

技 能
労 務 職
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（生活排水処理事業特別会計）

④昇給

区 分 合 計 行 政 職 技 能 労 務 職

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 1 1 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 1 1 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 100.00 100.00 -

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 1 1 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 1 1 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 100.00 100.00 -

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

補

正

後

補

正

前
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（生活排水処理事業特別会計）

⑤　期末手当・勤勉手当

⑥定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑦特殊勤務手当

⑧その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分）

補 正 後 2.15 2.25 - 4.4 有

補 正 前 2.15 2.25 - 4.4 有

国 の 制 度 2.15 2.25 - 4.4 有

区　分
２０年勤続の者　　　　　

（月分）
２５年勤続の者　　　　　

（月分）
３５年勤続の者　　　　　

（月分）
最高限度　　　　
（月分）

その他の加算措置等 備 考

支給率等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
２％～２０％加算

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
応募認定退職特例措置
２％～４５％加算

区 分 全 職 種 行 政 職 技 能 労 務 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

（％）

支給対象職員の比率 （％）

令和5年3月1日現在

代表的な特殊勤務手当の名称 - - -

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶養手当 同　　　じ

住居手当 異  な  る 家賃額が12,000円以上の場合支給　支給上限額：27,000円

通勤手当 異  な  る 自動車等使用者　片道30km以上18,700円打切り

区 分
職制上の段階，職務の級

等による加算措置
備 考

- - -

- - -
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１

３

１

１

１

２

３

２

３

１

１

２

令 和 ４ 年 度 　曽 於 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

収　　　　益　　　　的　　　　収　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

水 道 事 業 収 益 576,828 612 577,440

営 業 収 益 500,371 612 500,983

そ の 他 の 営 業 収 益 1,255 612 1,867

収　　　　益　　　　的　　　　支　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

水 道 事 業 費 用 567,169 △ 8,995 558,174

営 業 費 用 529,516 △ 10,995 518,521

原 水 及 び 浄 水 費 174,928 △ 8,758 166,170

配 水 及 び 給 水 費 70,084 △ 354 69,730

総 係 費 80,230 △ 1,883 78,347

営 業 外 費 用 35,053 2,000 37,053

消費税及び地方消費税 12,000 2,000 14,000

資　　　　本　　　　的　　　　支　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

資 本 的 支 出 464,390 △ 3,701 460,689

建 設 改 良 費 351,591 △ 3,701 347,890

取 水 設 備 改 良 費 223,349 △ 3,701 219,648
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Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー：

　　　当年度純利益 33,266 千円

　　　減価償却費 202,222 千円

　　　退職給付修繕引当金の増減額（△は減少） 41,275 千円

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 1,522 千円

　　　賞与・法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 5,256 千円

　　　長期前受金戻入額 8,226 千円

　　　受取利息及び受取配当金 △ 261 千円

　　　資本費繰入収益 △ 56,399 千円

　　　支払利息 22,998 千円

　　　未収金の減少額（△は増加） △ 81,652 千円

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 905 千円

　　　　　小計 161,992 千円

　　　利息及び配当金の受取額 261 千円

　　　利息の支払額 △ 22,998 千円

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 139,255 千円

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー：

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 53,301 千円

　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 67,897 千円

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 14,596 千円

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー：

　　　建設改良企業債による収入 0 千円

　　　建設改良企業債の償還による支出 △ 112,799 千円

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 112,799 千円

Ⅳ　資金増加(減少)額 41,052 千円

Ⅴ　資金期首残高 997,666 千円

Ⅵ　資金期末残高 1,038,718 千円

令和４年度　曽於市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）
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１　

⑴

⑵

⑶

２　

⑴

⑵

⑶

⑷

⑸

３　

⑴

⑵

⑶

⑷

⑸

⑹

⑺

４　

⑴

⑵

⑶

５　

⑴

６　

⑴

令 和 ４ 年 度　  曽 於 市 水 道 事 業 損 益 計 算 書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

千円 千円 千円

営 業 収 益

給 水 収 益 497,400

給 水 負 担 金 1,716

そ の 他 の 営 業 収 益 1,867 500,983

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費 166,170

配 水 及 び 給 水 費 69,730

総 係 費 78,347

減 価 償 却 費 202,222

資 産 減 耗 費 2,052 518,521

営 業 利 益 △ 17,538

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 261

補 助 金 11,498

資 本 費 繰 入 収 益 56,399

長 期 前 受 金 戻 入 8,266

引 当 金 戻 入 益 5

補 償 金 5

雑 収 益 13 76,447

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費 22,998

雑 支 出 55

予 備 費 1,600 24,653

営 業 外 利 益 51,794

経 常 利 益 34,256

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益 10 10

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損 1,000 1,000 △ 990

当 年 度 純 利 益 33,266

前 年 度 繰 越 剰 余 金 133,538

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 166,804

-82-



１　

２　

令 和 ４ 年 度　  曽 於 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
（令和５年３月３１日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

千円 千円 千円 千円

固 定 資 産

⑴ 有 形 固 定 資 産

イ　 土 地 44,600

ロ　 建 物 223,200

減 価 償 却 累 計 額 △ 97,372 125,828

ハ　 構 築 物 7,128,988

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,659,947 3,469,041

ニ　 機 械 及 び 装 置 1,743,625

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,145,614 598,011

ホ　 車 両 運 搬 具 36,418

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,818 32,600

ヘ　 工 具 器 具 及 び 備 品 20,930

減 価 償 却 累 計 額 △ 19,149 1,781

有 形 固 定 資 産 合 計 4,271,861

⑵ 無 形 固 定 資 産

イ　 電 話 加 入 権 298

無 形 固 定 資 産 合 計 298

⑶ 投 資

イ　 基 金 0

ロ　 出 資 金 2,800

投 資 合 計 2,800

固 定 資 産 合 計 4,274,959

流 動 資 産

⑴ 現 金 預 金 1,038,718

⑵ 未 収 金 81,652

貸 倒 引 当 金 △ 1,522 80,130

⑶ そ の 他 未 収 金 0

⑷ 貯 蔵 品 905
⑸ そ の 他 流 動 資 産 665

流 動 資 産 合 計 1,120,418

資 産 合 計 5,395,377
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３　

４　

イ

ロ

５　

６　

７　

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

千円 千円 千円 千円
固 定 負 債

⑴ 企 業 債 1,791,641

⑵ 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 41,275

固 定 負 債 合 計 1,832,916

流 動 負 債

⑴ 企 業 債 112,267

⑵ 未 払 金 0

⑶ 引 当 金

賞 与 引 当 金 5,256

法 定 福 利 費 引 当 金 1,060 6,316

⑷ そ の 他 流 動 負 債 600

流 動 負 債 合 計 119,183

繰 延 収 益

⑴ 長 期 前 受 金 243,607

⑵ 収 益 化 累 計 額 △ 49,554

繰 延 収 益 合 計 194,053

負 債 合 計 2,146,152

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

千円 千円 千円 千円

資 本 金 2,677,170

剰 余 金

⑴ 利 益 剰 余 金

イ　 減 債 積 立 金 82,900

ロ　 建 設 改 良 積 立 金 322,351

ハ　 当年度未処分利益剰余金 166,804

利 益 剰 余 金 合 計 572,055

剰 余 金 合 計 572,055

資 本 合 計 3,249,225

負 債 資 本 合 計 5,395,377
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（水道事業会計）

１　一　般　職

（１）総括

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 12 2,193 37,308 19,337 58,838 11,469 70,307

補 正 前 13 2,193 37,308 19,757 59,258 12,618 71,876

比 較 △ 1 0 0 △ 420 △ 420 △ 1,149 △ 1,569

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,213 954 606 1,631 387 0 7,878

補 正 前 1,213 1,025 687 1,631 387 0 8,028

比 較 0 △ 71 △ 81 0 0 0 △ 150

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当 地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 6,668 0 0 0

補 正 前 6,786 0 0 0

比 較 △ 118 0 0 0

給 与 費 明 細 書

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（水道事業会計）

ア　会計年度任用職員以外の職員

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 10 0 37,308 18,825 56,133 11,246 67,379

補 正 前 11 0 37,308 19,245 56,553 12,389 68,942

比 較 △ 1 0 0 △ 420 △ 420 △ 1,143 △ 1,563

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,213 954 533 1,631 387 0 7,439

補 正 前 1,213 1,025 614 1,631 387 0 7,589

比 較 0 △ 71 △ 81 0 0 0 △ 150

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当 地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 6,668 0 0 0

補 正 前 6,786 0 0 0

比 較 △ 118 0 0 0

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（水道事業会計）

イ　会計年度任用職員

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

（ 2 ）

2

（ 2 ）

2

（ 0 ）

0
0 0 0 0 △ 6 △ 6

※（　　　）はパートタイム会計年度任用職員の人数

通 勤 手 当 時 間 外 手 当 期 末 手 当

（千円） （千円） （千円）

補 正 後 73 0 439

補 正 前 73 0 439

比 較 0 0 0

給与費（千円）
区 分 備 考

補 正 後 2,193 0 512 2,705 223 2,928

補 正 前 2,193 0 512 2,705 229 2,934

比 較

職
員
手
当
の
内
訳

区 分
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（水道事業会計）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

（３）給料及び職員手当の状況

　①職員１人あたり給与

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

　②初任給

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　明 備　　　　考　

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 0

その他の増減分 △ 420

区　　　　　　　　　　　　分 企業職給料表（一） 企業職給料表（二）

282,810 -

312,690 -

42.10 -

301,254 -

336,130 -

45.4 -

区 分 企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ） 国 の 制 度

（円） （円） 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

高 校 卒 154,600 147,700 154,600 147,700 

大 学 卒 175,300 185,200 

給 料 0

職 員 手 当 △ 420
制度改正に伴う増減分

令 和 5 年 3 月 1 日 現 在

令 和 4 年 12 月 1 日 現 在
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（水道事業会計）

③級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

企業職給料表（一） 企業職給料表（二）

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1級 1 10.0 5級 3 30.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 2 20.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 3 30.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 1 10.0 4級 0 0.0 

計 10 100.0 計 0 0.0 

1級 1 10.0 5級 4 36.3 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 1 10.0 6級 1 10.0 2級 0 0.0 

3級 3 30.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 1 10.0 4級 0 0.0 

計 11 100.0 計 0 0.0 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主 事 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 政 策 課 長

技 師 技 師 技 術 主 査 専 門 員 主 幹 参 事 参 事

主 事 補 主 任 技 術 主 幹

技 師 補 技 術 主 任 参 事 補

技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員

区　　　　分

令和5年3月1日現在

令和4年12月1日現在

企業職給料表（一）

企業職給料表（二）
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（水道事業会計）

④昇給

区 分 合 計 企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ）

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 10 10 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 7 7 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 70.00 70.00 -

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 11 11 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 7 7 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 63.64 63.64 -

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

補

正

後

補

正

前
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（水道事業会計）

⑤　期末手当・勤勉手当

⑥定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑦特殊勤務手当

⑧その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分）

補 正 後 2.15 2.25 - 4.4 有

補 正 前 2.15 2.25 - 4.4 有

国 の 制 度 2.15 2.25 - 4.4 有

区　分
２０年勤続の者　　　　　

（月分）
２５年勤続の者　　　　　

（月分）
３５年勤続の者　　　　　

（月分）
最高限度　　　　
（月分）

その他の加算措置等 備 考

支給率等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
２％～２０％加算

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
応募認定退職特例措置
２％～４５％加算

区 分 全 職 種 企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

（％）

支給対象職員の比率 （％）

令和5年3月1日現在

代表的な特殊勤務手当の名称 - - -

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶養手当 同　　　じ

住居手当 異  な  る 家賃額が12,000円以上の場合支給　支給上限額：27,000円

通勤手当 異  な  る 自動車等使用者　片道30km以上18,700円打切り

区 分
職制上の段階，職務の級

等による加算措置
備 考

- - -

- - -
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注　　記

１　重要な会計方針

⑴ 固定資産の減価償却の方法

ア　 有形固定資産

・ 減価償却の方法

　定額法による。

・ 主な耐用年数

建物 15　～　65 年

構築物 9　～　65 年

機械及び装置 8　～　20 年

車両運搬具 3　～　5 年

工具器具及び備品 2　～　17 年

⑵ 引当金の計上方法

ア　 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

イ　 退職給付引当金

当事業年度末における職員に対する退職手当の要支給額から，鹿児島県市町村総合事務組合における積立金相当額を控除した金額を

ウ　 賞与引当金

職員の期末勤勉手当の支給の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

エ　 法定福利費引当金

職員の期末勤勉手当の支給に伴う法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を

計上している。

⑶ 消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

計上している。なお，退職手当組合における積立金相当額は曽於市全体の職員総数で割った金額に水道事業職員数を乗じたものとなっている。
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２　貸借対照表等関連

⑴ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち，他会計が負担すると

見込まれる額は951,954千円である。

３　その他の注記

⑴ 賞与引当金の目的使用による取り崩し

当年度において，期末勤勉手当として9,062,000円を支出するため，賞与引当金4,565,000円を取り崩した。

⑵ 法定福利費引当金の目的使用による取り崩し

当年度において，期末勤勉手当の支給に伴う法定福利費として1,438,729円を支出するため，法定福利費引当金961,000円を取り崩した。
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（単位：千円）

節 既決予定額 補正予定額 計 備考

１ 水 道 事 業 収 益 576,828 612 577,440

１ 営 業 収 益 500,371 612 500,983

３ そ の 他 の 営 業 収 益 1,255 612 1,867

手 数 料 1,250 612 1,862

576,828 612 577,440

（単位：千円）

節 既決予定額 補正予定額 計 備考

１ 水 道 事 業 費 用 567,169 △ 8,995 558,174

１ 営 業 費 用 529,516 △ 10,995 518,521

1 原 水 及 び 浄 水 費 174,928 △ 8,758 166,170

手 当 3,016 △ 268 2,748

賞 与 引 当 金 繰 入 額 834 250 1,084

法 定 福 利 費 2,596 △ 352 2,244

法定福利費引当金繰入額 104 112 216

委 託 料 51,863 △ 10,000 41,863

動 力 費 85,920 1,500 87,420

２ 配 水 及 び 給 水 費 70,084 △ 354 69,730

賞 与 引 当 金 繰 入 額 599 △ 123 476

法 定 福 利 費 1,225 △ 180 1,045

法定福利費引当金繰入額 143 △ 51 92

３ 総 係 費 80,230 △ 1,883 78,347

手 当 10,733 △ 152 10,581

賞 与 引 当 金 繰 入 額 3,132 △ 327 2,805

法 定 福 利 費 7,814 △ 617 7,197

法定福利費引当金繰入額 714 △ 201 513

旅 費 636 △ 586 50

２ 営 業 外 費 用 35,053 2,000 37,053

３ 消費税及び地方消費税 12,000 2,000 14,000

消費税及び地方消費税 12,000 2,000 14,000

567,169 △ 8,995 558,174

（単位：千円）

節 既決予定額 補正予定額 計 備考

１ 資 本 的 支 出 464,390 △ 3,701 460,689

１ 建 設 改 良 費 351,591 △ 3,701 347,890

２ 取 水 設 備 改 良 費 223,349 △ 3,701 219,648

ポ ン プ 購 入 費 8,409 △ 3,701 4,708

464,390 △ 3,701 460,689

令 和 ４ 年 度   曽 於 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 資 料

収　　　益　　　的　　　収　　　入

款 項 目

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計

収　　　益　　　的　　　支　　　出

款 項 目

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計

資　　　本　　　的　　　支　　　出

款 項 目

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計
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公共下水道事業会計補正予算（第 4 号）
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１

１

2

３

令　和　４　年　度　　曽　於　市　公　共　下　水　道　事　業　会　計　補  正  予　算　実　施　計　画

収 益 的 支 出

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

下 水 道 事 業 費 用 200,815 △ 2,715 198,100

営 業 費 用 178,627 △ 2,715 175,912

処 理 場 費 34,082 △ 2,197 31,885

総 係 費 17,872 △ 518 17,354
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令　和　４ 年 度   予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 令　和　4　年 4 月 1 日 か ら 令　和　5　年 3 月 3 1 日 ま で ）

（ 単 位 ： 千 円 ）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益又は当期純損失（△） ３４,９４９
減価償却費 １２５,０７１
引当金の増減額（△は減少） １,３０３
貸倒引当金の増減額（△は減少） １０
長期前受金戻入額 △ ５９,６８８
受取利息及び受取配当金 △ ２
支払利息 １７,１８５
未収金の増減額（△は増加） ７,５１１
小　計 １２６,３３９
利息及び配当金の受取額 ２
利息の支払額 △ １７,１８５
業務活動によるキャッシュ・フロー １０９,１５６

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ １１３,４６７
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 １１１,２００
投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２,２６７

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 １６,０００
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ １１１,２００
財務活動によるキャッシュ・フロー △ ９５,２００

資金増加額（又は減少額） １１,６８９
資金期首残高 ２３,７３３
資金期末残高 ３５,４２２
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年度 曽於市公共下水道事業　損益計算書

１．
（１）
（２）

２．
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
（６）

３．
（１）

（２）
（３）
（４）
（５）

４．
（１）
（２）

５．
（１）
（２）

６．
（１）
（２）

令和 4
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料 45,000
そ の 他 営 業 収 益 15 45,015

営 業 費 用
管 渠 費 1,600
処 理 場 費 31,885
総 係 費 17,354
減 価 償 却 費 125,071
資 産 減 耗 費 1
そ の 他 営 業 費 用 1 175,912
営 業 利 益 △ 130,897

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 2
他 会 計 補 助 金 17,135
長 期 前 受 金 戻 入 59,688
資 本 費 繰 入 収 益 111,200
雑 収 益 6 188,031

営 業 外 費 用
支払利息及び企業債取扱 17,185
雑 支 出 4,501 21,686
営 業 外 利 益 166,345
経 常 利 益 35,448

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益 1
そ の 他 特 別 利 益 1 2

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損 1
そ の 他 特 別 損 失 500 501 △ 499

当 年 度 純 利 益 34,949
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 65,156
当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 100,105
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（ ）
（単位：千円）

１． 固定資産
有形固定資産

イ．土地
ロ．建物

建物減価償却累計額
ハ．構築物

構築物減価償却累計額
ニ．機械及び装置

機械装置減価償却累計額

ホ．建設仮勘定

有形固定資産合計

固定資産合計

２． 流動資産

現金預金

未収金

流動資産合計

資産合計

令和4年度　曽於市公共下水道事業　貸借対照表
令和5年3月31日

資 産 の 部

(1)
17,093

709,219
△ 52,670 656,549
2,512,938

△ 195,259 2,317,679
354,346

△ 117,270 237,076

0

3,228,397

3,228,397

(1) 35,422

(2) 7,511 7,511

42,933

3,271,330
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３． 固定負債
企業債

固定負債合計
４． 流動負債

企業債
イ．建設改良費等の財源に充てる企業債
企業債合計

引当金
イ．賞与引当金
ロ．法定福利費引当金
引当金合計
流動負債合計

５． 繰延収益
長期前受金
長期前受金収益化累計額

繰延収益合計
負債合計

６． 資本金
固有資本金
繰入資本金

資本金合計

７． 剰余金

資本剰余金

イ．国庫補助金

資本剰余金合計

利益剰余金

イ．当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

負 債 の 部

(1) 1,444,198
1,444,198

(1)
111,200

111,200
(2)

1,060
243

1,303
112,503

(1) 1,699,810
(2) △ 172,917

1,526,893
3,083,594

資 本 の 部

(1) 78,721
(2) 4,510

83,231

(1)

4,400

4,400

(2)

100,105

100,105

104,505

187,736

3,271,330
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（下水道事業会計）

１　一　般　職

（１）総括

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 3 0 8,202 5,213 13,415 2,401 15,816

補 正 前 2 0 8,202 5,224 13,426 2,788 16,214

比 較 1 0 0 △ 11 △ 11 △ 387 △ 398

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 288 59 94 272 43 0 1,480

補 正 前 288 59 94 272 43 0 1,481

比 較 0 0 0 0 0 0 △ 1

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当
退職手当組合
負 担 金

地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,268 0 0 1,709 0

補 正 前 1,268 0 0 1,719 0

比 較 0 0 0 △ 10 0

給 与 費 明 細 書

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（下水道事業会計）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

（３）給料及び職員手当の状況

　①職員１人あたり給与

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

　②初任給

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　明 備　　　　考　

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 0

その他の増減分 △ 11

区　　　　　　　　　　　　分 企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ）

384,500 -

430,517 -

51.5 -

297,650 -

323,117 -

40.7 -

区 分 企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ） 国 の 制 度

（円） （円） 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

高 校 卒 154,600 147,700 154,600 147,700 

大 学 卒 175,300 185,200 

給 料 0

職 員 手 当 △ 11
制度改正に伴う増減分

令 和 5 年 3 月 1 日 現 在

令 和 4 年 12 月 1 日 現 在
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（下水道事業会計）

③級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ）

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1級 0 0.0 5級 2 66.6 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 0 0.0 6級 1 33.3 2級 0 0.0 

3級 0 0.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 0 0.0 4級 0 0.0 

計 3 100.0 計 0 0.0 

1級 0 0.0 5級 1 50.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 1 50.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 0 0.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 0 0.0 4級 0 0.0 

計 2 100.0 計 0 0.0 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主 事 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 政 策 課 長

技 師 技 師 技 術 主 査 専 門 員 主 幹 参 事 参 事

主 事 補 主 任 技 術 主 幹

技 師 補 技 術 主 任 参 事 補

技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員

区　　　　分

令和5年3月1日現在

令和4年12月1日現在

企業職給料表（一）

企業職給料表（二）
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（下水道事業会計）

④昇給

区 分 合 計 企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ）

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 3 3 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 2 2 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 66.67 66.67 -

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 2 2 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 2 2 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 100.00 100.00 -

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

補

正

後

補

正

前
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（下水道事業会計）

⑤　期末手当・勤勉手当

⑥定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑦特殊勤務手当

⑧その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分）

補 正 後 2.15 2.25 - 4.4 有

補 正 前 2.15 2.25 - 4.4 有

国 の 制 度 2.15 2.25 - 4.4 有

区　分
２０年勤続の者　　　　　

（月分）
２５年勤続の者　　　　　

（月分）
３５年勤続の者　　　　　

（月分）
最高限度　　　　
（月分）

その他の加算措置等 備 考

支給率等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
２％～２０％加算

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
応募認定退職特例措置
２％～４５％加算

区 分 全 職 種 企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

（％）

支給対象職員の比率 （％）

令和5年3月1日現在

代表的な特殊勤務手当の名称 - - -

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶養手当 同　　　じ

住居手当 異  な  る 家賃額が12,000円以上の場合支給　支給上限額：27,000円

通勤手当 異  な  る 自動車等使用者　片道30km以上18,700円打切り

区 分
職制上の段階，職務の級

等による加算措置
備 考

- - -

- - -
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注　記

Ⅰ．重要な会計方針

  １．固定資産の減価償却の方法
    （１）有形固定資産
          定額法
          ・主な耐用年数

建物　 20年～60年
構築物　 10年～60年
機械及び装置　 10年～25年
車両及び運搬具　 ５年
工具器具及び備品　 ２年～10年

  ２．引当金の計上基準
    （１）貸倒引当金
            債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。
    （２）退職給付引当金

当事業年度末における職員に対する退職手当の要支給額から，鹿児島県市町村総合事務組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。
なお，退職手当組合における積立金相当額は曽於市全体の職員総数で割った金額に下水道事業職員数を乗じたものとなっている。

    （３）賞与引当金
職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に
属する額を計上している。

            
  ３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項
    （１）消費税等の会計処理
            消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．貸借対照表等関連
 　1．企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち，他会計が負担すると見込まれる
額は，1,555,398千円である。
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（単位：千円）

節 既決予定額 補正予定額 計 備考

１ 下 水 道 事 業 費 用 200,815 △ 2,715 198,100

１ 営 業 費 用 178,627 △ 2,715 175,912

２ 処 理 場 費 34,082 △ 2,197 31,885

光 熱 水 費 6,048 400 6,448

委 託 料 16,350 △ 2,597 13,753

３ 総 係 費 17,872 △ 518 17,354

手 当 2,372 △ 1 2,371

賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,060 △ 73 987

退 職 給 付 費 1,634 △ 10 1,624

法 定 福 利 費 2,425 △ 387 2,038

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

243 △ 47 196

200,815 △ 2,715 198,100

令 和 ４ 年 度   曽 於 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 資 料

収 益 的 支 出

款 項 目

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計
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